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平成２４年度 学術定期刊行物 計画調書作成・記入要領 
 
 
 計画調書は、科学研究費補助金（研究成果公開促進費）学術定期刊行物（以下「本科研費」と
いう。）の交付を申請しようとする者が、公募要領に基づいて、あらかじめ当該刊行計画に関す
る内容を記入し、日本学術振興会あてに提出するものであり、日本学術振興会の科学研究費委員
会における審査の際の資料となるものです。 
 つきましては、以下の点に留意した上で、誤りのないように作成してください。 
 
 
＜作成上の注意事項＞ 
 
１）計画調書については、所定の様式の改変は認められません。所定の様式と同一の規格（両面）

のものを使用してください。誤記入、記入漏れ、あるいは不明瞭な点がある場合には、審査の
対象外となったり、誤った状態のまま審査に付されることになりますので、十分注意してくだ
さい。 

 
２）計画調書の作成に当たって、直接、様式へ切り貼りする事は認められませんので、そのよう

な場合は、切り貼りした計画調書を複写するなどにより、所定の様式の体裁に合わせてください。                                           
また、「項目３３ 経理管理事務体制」欄を除き、様式の継ぎ足しは認められません。 
なお、ミスタイプ及び誤記入がある場合には、改めて作成し直してください。（訂正印及び

修正液は使用しないでください。） 
 
３）数値等の記載に当たっては、各項目間に矛盾がないかを確認し、必ず検算を行ってください。 
 （特に計画調書の様式中(▲)、(■)、(★)の印がある欄については、数値等の整合性に留意し

て計画調書を作成してください。） 
 
４）出版社等から徴した見積書（コピー・ＦＡＸは不可）については、所定の様式を使用し、出

版社等の記名押印、日付及び記載内容の確認を行ってください。特に数値については、必ず検
算して誤りがないことを確認してください。 

  なお、海外の出版社等であるため、当会所定の様式での見積書の作成ができない場合は、所
定の様式の記載内容及び費目について当該出版社等より別途見積書を徴した上で、応募代表者
が所定の様式に日本円に換算して記載してください。提出に当たっては、当該出版社等から徴
した見積書、及び応募代表者が日本円に換算して記載した所定の様式と併せて、日本円換算の
際に使用した為替レートを証明するものを添付してください。 
 

５）計画調書等応募書類の様式は、日本学術振興会の科学研究費助成事業ホームページ（http:// 
www.jsps.go.jp/j-grantsinaid/index.html）からダウンロードできます。 

 
 
＜計画の大幅な変更を行う場合の注意事項＞ 
 
  平成２４年度に継続が内約されている課題で、計画の大幅な変更（刊行回数の変更、当初予

定の５０％を超える刊行事業費の増減）を行おうとする場合は、計画調書の該当欄に、必ず変
更前と変更後の計画が分かるように記述するとともに、変更理由も記してください。 

 
 
＜提出上の注意事項＞ 
 
１）提出の際は、はがれないように左横をのり付けしてください（ただし、副本のうち１部（左 

上部１箇所をｸﾘｯﾌﾟ止め）を除く）。 
 
２）計画調書等応募書類の提出に当たっては、記載内容をよく確認した上で、所定の部数を提出 

してください。（公募要領１２頁「Ⅲ 応募される方へ ２ 応募書類の作成・応募方法等 (1) 
学術定期刊行物 ①応募に必要な書類及び提出部数」を参照） 

  なお、応募書類等を封入、梱包した封筒、小包等には、必要事項を記入した「応募用封筒ラベ                                          
ル」（当会ホームページからもダウンロードできます。）を貼り付けた上で提出してください。 

 
３）計画調書等応募書類については、必ず控えを保存しておいてください。 
 
 
（※）応募書類提出期間中の問い合わせには対応ができませんので、公募要領、計画調書及び 

   応募カードの内容・記入方法等に関するお問い合わせは、余裕をもって行うようご協力を 
   お願いします。                            



【記入例】

平成24年度 学術定期刊行物 計画調書平成24年度　学術定期刊行物　計画調書

〒 ○○○ － ○○○○１ 審査希望 生物学 ＜計画調書各欄記入要領＞

（ ）
〒 ○○○○

応募団体
１　審査希望
分野（番号） 2410

生物学
※ 左記の記入例は、記入に当たっての例示であり、記載内容に整合性等のあるものではありません。（ ）

東京都千代田区霞が関○－○－○
応募団体
所 在 地

分野（番号） 2410 ※　左記の記入例は、記入に当たっての例示であり、記載内容に整合性等のあるものではありません。

＜1 2は 広領域応募の場合のみ記入＞ 3

東京都千代田区霞が関○ ○ ○所 在 地

応募団体 1 1 2 審査希望分野（番号）＜1-2は、広領域応募の場合のみ記入＞ 3
○○法人 ○ ○ 学 会名 称

応募団体 1,1-2　審査希望分野（番号）
公募要領１８頁「平成２４年度研究成果公開促進費審査希望分野表」から「審査希望」を必ず１つ選択し その名称を記入すると共に○○法人　　○　○　学　会名　　称

ふ り が な ○○○○○○○○

　公募要領１８頁「平成２４年度研究成果公開促進費審査希望分野表」から「審査希望」を必ず１つ選択し、その名称を記入すると共に、
選択した「審査希望分野」に対応する３ケタの番号を（ ）内に記入してください

4工学Ｃ
　　　ふ　り　が　な 　　　　　　　　　　　　　○○○○○○○○

応募代表者

選択した「審査希望分野」に対応する３ケタの番号を（　）内に記入してください。
　なお、広領域で応募する場合は、1-2の記入欄に「審査希望分野」の名称、その番号及び属する系を２つ又は３つ記入してください。（こ4

（ ） 印
会　長　　○　○　○　○

工学Ｃ
理工 系

応募代表者
職名・氏名1-2 350

なお、広領域 応募する場合 、 記入欄に 審 希 分野」 名称、そ 番号及 属する系を 又 記入 く 。（
の場合、1の記入欄には記入しないでください。）

（ ） 印
医歯薬学Ｂ

職名・氏名
審査

350

（ ） 5 ）○○○－ ○○○○
生物 系

連絡・照会先 電話（ ０３
医歯薬学Ｂ

－ ○○○○440
系希望

内線 ※ 1-2は 広領域応募以外は記入しないでください （1と1-2は いずれか一方にのみ記入してください ）（ ） 5 ）
）

○○○○○○○

－ ○○○○FAX（ ０３ － ○○○○

連絡・照会先 電話（ ０３ ○○○○440
分野

内線 ※　1 2は、広領域応募以外は記入しないでください。（1と1 2は、いずれか 方にのみ記入してください。）

）
（ ） ）

○○○○FAX（ ０３ ○○○○

e-mail（ ０００００＠０００－u ac jp
系（番号）

※ 広領域で応募する場合は 同一の系から２つ以上の審査希望分野を選択することはできません（ ） ）
ふりがな

e-mail（ ０００００＠０００－u.ac.jp ※　広領域で応募する場合は、同一の系から２つ以上の審査希望分野を選択することはできません。

所属・職名・氏名：
　　　　　　　　　　　　ふりがな

所属 職名 氏名：
2　応募団体所在地

6 種類 1 特定欧文総合誌 2 欧 文 誌 3 欧文抄録を有する和文誌
　学会又は複数の学会等の協力体制による団体等、当該刊行物の刊行主体となる応募団体の所在地を記入してください。（法人の場合

6　種類 　　1．特定欧文総合誌　　　　　　2．欧　　文　　誌　　　　　3．欧文抄録を有する和文誌 は、登記上の所在地を記入してください。）

7 刊行物の名称 Ｊ ｕｒｎ ｌ f Ｇ ｋｕｊ ｕｔ ｕ7　刊行物の名称  Ｊｏｕｒｎａｌ　of　Ｇａｋｕｊｙｕｔｓｕ
3　応募団体名称

　当該刊行物の刊行主体となる応募団体の名称を正確に記入してください。

募 体 称

8 刊行の目的 意義

当該刊行物 刊行主体となる応募団体 名称を 確に記入 くださ 。
　法人格を有する場合は、「○○法人 ○○○○」等正式な名称を記入してください。

8　刊行の目的・意義

4　応募代表者職名・氏名
　　○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○ 　当該刊行物の刊行主体となる応募団体を代表する者の応募団体における役職名（「会長」、「理事長」等）及び氏名　を記入し、氏名の

募代表 職
当該刊行物 刊行 体 なる応募団体を代表する者 応募団体 おける役職名（ 会長」、 理事長」等）及 氏名 を記入 、氏名

上段にふりがなを記入してください。

　　○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

※ 押印は、応募代表者個人の印を押印してください。（応募団体の印及び代表者の職印は不要です。）※ 押印は、応募代表者個人の印を押印してくださ 。（応募団体 印及び代表者 職印は不要です。）
      また、署名の場合は必ず応募代表者本人が署名してください。

※ 旧姓使用等、氏名が戸籍名と異なる場合には、戸籍名を括弧書きで併記してください。※　旧姓使用等、氏名が戸籍名と異なる場合には、戸籍名を括弧書きで併記してください。
        ＜例＞「鈴木（山本）花子」

5 連絡・照会先5　連絡 照会先

記載事項等についての当会からの問い合わせに責任をもって答えられる者の電話番号等 所属・職名・氏名を記入し 氏名の上段　記載事項等についての当会からの問い合わせに責任をもって答えられる者の電話番号等、所属・職名・氏名を記入し、氏名の上段
にふりがなを記入してください。電話番号等は、勤務先、自宅のどちらでも差し支えありませんが、より連絡のとりやすい番号を記入してにふりがなを記入してください。電話番号等は、勤務先、自宅のどちらでも差し支えありませんが、より連絡のとりやすい番号を記入して
ください。

※ 出版社等の担当者の登録は認めません。

刊行物 概要

※　出版社等の担当者の登録は認めません。

9　刊行物の概要
6 種類

応募する種類を１～３より１つ選択し ○で囲んでください

6　種類

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○
　応募する種類を１～３より１つ選択し、○で囲んでください。

（１ 特定欧文総合誌 ２ 欧文誌 ３ 欧文抄録を有する和文誌）　　○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○ 　　（１．特定欧文総合誌　　２．欧文誌　　３．欧文抄録を有する和文誌）
（公募要領６頁「Ⅱ 公募の内容 ３ 各種目の内容 ①学術定期刊行物 (2)応募区分」を参照）

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

　　（公募要領６頁 Ⅱ 公募の内容 ３ 各種目の内容 ①学術定期刊行物 (2)応募区分」を参照）

　　○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

7 刊行物の名称
当該刊行物の表紙等に表示する正式な名称を記入してください 欧文タイトルの場合は 活字体で 大文字・小文字の区別を明瞭に記

7　刊行物の名称
　当該刊行物の表紙等に表示する正式な名称を記入してください。欧文タイトルの場合は、活字体で、大文字・小文字の区別を明瞭に記
入してください入してください。

※ 採択後の刊行物の名称の変更は原則として認めません※　採択後の刊行物の名称の変更は原則として認めません。

8 刊行の目的・意義8　刊行の目的・意義
当該刊行物の刊行の目的と学術的意義を簡潔にまとめて記入してください　当該刊行物の刊行の目的と学術的意義を簡潔にまとめて記入してください。

9 刊行物の概要9　刊行物の概要
収録範囲 編集方法等 当該刊行物の内容について 簡潔にまとめて記入してください　収録範囲、編集方法等、当該刊行物の内容について、簡潔にまとめて記入してください。

受付番号*受付番号 *



【記入例】

10 刊行物の特徴
10 刊行物の特徴

10　刊行物の特徴
　当該刊行物の特徴、強調すべき点について、国際的な位置付けを含め、記入してください。

　　○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

　　○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

11 創刊年月

月年 12 判 型
明治・大正

11 創刊年月

 創刊年月
当該刊行物の創刊の年月を記入してください。

月年 12　判　　型
明治 大正
昭和・平成

11　創刊年月
　当該刊行物 創刊 年月を記入してください。

国際化に向けて 取り組み状況

昭和 平成
12 判型

13　国際化に向けての取り組み状況
12 判型

「Ａ４判」「Ｂ５判」「四六判」等 当該刊行物の判型を記入してください
・当該取り組みについて引き当て資産等を使用する場合は その状況も記入してください。

　「Ａ４判」「Ｂ５判」「四六判」等、当該刊行物の判型を記入してください。
電子ジャーナルとして発信している場合は 「電子版」としてください当該取り組みについて引き当て資産等を使用する場合は、その状況も記入してください。 　電子ジャ ナルとして発信している場合は、「電子版」としてください。

　電子ジャーナルとともに紙媒体でも同時に刊行している場合は、左詰めで「電子版」の表記と共に、「判型」を記入してください。なお、

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○
電子 ャ ナ とともに紙媒体 も同時に刊行 る場合は、 詰め 電子版」 表記と共に、 判型」を記入 くださ 。なお、

「電子版」と「判型」の間に読点を記入してください。　　○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

　　○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○ 13 国際化に向けての取り組み状況○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○ 13 国際化に向けての取り組み状況
当該刊行物の刊行に当たり 編集体制の国際化を図り 国際情報発信を強化する方策について これまでに実施してきた取り組み 及　当該刊行物の刊行に当たり、編集体制の国際化を図り、国際情報発信を強化する方策について、これまでに実施してきた取り組み、及

び今後実施する予定の取り組みについて、具体的に記入してください。び今後実施する予定の取り組みに いて、具体的に記入してください。

14 刊行物の発信・公開に関する取り組み状況（電子ジャ ナル等 紙媒体以外での発信への取り組み等）
14　上記以外の発信・公開に関する取り組み状況（電子ジャーナル等への取り組み等）

14 刊行物の発信・公開に関する取り組み状況（電子ジャーナル等、紙媒体以外での発信への取り組み等）
当該刊行物を発信するに当た ての 電子ジャーナル等 紙媒体以外の発信 公開方法への取り組み等について これまでの実施

・当該取り組みについて引き当て資産等を使用する場合は その状況も記入してください
　当該刊行物を発信するに当たっての、電子ジャーナル等、紙媒体以外の発信、公開方法への取り組み等について、　これまでの実施
状況 それがもたらした効果 今後の実施予定等を記入してください・当該取り組みについて引き当て資産等を使用する場合は、その状況も記入してください。 状況、それがもたらした効果、今後の実施予定等を記入してください。

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○　　○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○　　○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

15 年間刊行回数15 年間刊行回数
当該刊行物 年間刊行回数 平成 年度実績 平成 年度見込み 平成 年度以降 予定を記入 くださ　当該刊行物の年間刊行回数について、平成２２年度実績、平成２３年度見込み、平成２４年度以降の予定を記入してください。
※ 平成２４年度以降については 事業期間（１ ４年）に係る年度のみ記入してください　※　平成２４年度以降については、事業期間（１～４年）に係る年度のみ記入してください。

２７年度予定２６年度予定２４年度予定23年度見込み２２年度実績 ２５年度予定 ２７年度予定２６年度予定２４年度予定23年度見込み
15

年間刊行回数

２２年度実績 ２５年度予定

平成 年度刊行 ケジ
回

　年間刊行回数
○○ ○○ 回回○○ ○○ ○○回 回回 ○○

16 平成２４年度刊行スケジュール
成 度 最初 行 巻 数 行 最 行 巻 数 行 さ

回○○ ○○ 回回○○ ○○ ○○回 回回 ○○
　平成２４年度の最初に刊行する巻・号数及び刊行年月と、最後に刊行する巻・号数及び刊行年月を記入してください。

月）16 平成24年度刊行スケジュール 月）年 巻 号（ 年～巻 号（ ○○○○○○○○○○ ○○ ○○○○ 月）16　平成24年度刊行スケジュ ル 月）年 巻 号（ 年～巻 号（ ○○○○○○○○○○ ○○ ○○○○



【記入例】

平成23年度見込み 平成25年度以降の予定平成22年度実績 平成24年度
17 年間総頁数等

17
平成23年度見込み 平成25年度以降の予定平成22年度実績 平成24年度

各号の表紙を除いたすべての頁について、「原著論文」、「研究抄録」、「その他」に区分した上で、欧文、和文の件数、頁数、欧文頁の

134 件欧文 件 150143 件

　各号の表紙を除いたす ての頁について、 原著論文」、 研究抄録」、 その他」に区分した上で、欧文、和文の件数、頁数、欧文頁の
比率（小数第１位まで（小数第２位を切り捨て））を記入してください。

134 件欧文
件数

件 150143 件
　　○○○○○○○○○○○○○ 　平成２４年度については、見積書に記載の「年間総ページ数」と一致します。

ま 「平成 年度 降 定 応募 事業期間中 け 頁数等 定さ 増減等 傾向を記 くださ
0 件

件数
和文 件 件00

　また、「平成２５年度以降の予定」は、応募している事業期間中における頁数等の予定される増減等の傾向を記入してください。
0

原
件和文 件 件00 ○○○○○○○○○○○○○○

頁 750年

原
著

頁欧文 675 頁700
※　日本語を「和文」とし、それ以外は「欧文」としてください。

頁 750年
著
論

頁欧文 675 頁700 ○○○○○○○○○○○○○○ ※　「原著論文」、「研究抄録」以外のもの（目次、広告頁等）は、すべて「その他」としてください。

頁
　

論
文

頁頁数 和文 0 頁0 0頁　 頁頁数 和文 0 頁0 ○○○○○○○○○○○○○○0

% %

　
欧文の率 100 0 %100 0 ○○○○○○○○○○100 0% %　 欧文の率 100.0 %100.0 ○○○○○○○○○○100.0

　
間 134 件欧文 件 件143 150間 134 件

件数
欧文 件 件143 150

　

0 件
件数

和文 件 件0 0
18 １回当たり発行部数

　
研

0 件和文 件 件0 0
18 １回当たり発行部数　 研

究
頁欧文 176 頁 頁185 200

当該刊行物の１回当たりの発行部数を各区分ごとに記入してください なお 各欄下段の（ ）内には 海外発送部数を内数として記入　 究
抄

頁欧文 176 頁 頁185 200
　当該刊行物の１回当たりの発行部数を各区分ごとに記入してください。なお、各欄下段の（　）内には、海外発送部数を内数として記入
してください。また、電子媒体だけで発行している場合は、部数に代えて対象人数を記入してください。

頁

　
総

抄
録

頁頁数 和文 頁

くださ 。また、電子媒体だけ 発行 る場合は、部数に代 対象人数を記入 くださ 。

頁
総 録

頁頁数 和文 0 頁0 0 ※　「会員有料頒布部数」及び「売上げ部数」の「（うち海外発送部数）」の合計部数が「海外有償頒布部数」となります。この「海外有償
頒布部数 に いては 「29 海外有償頒布部数実績国別内訳（１回当たり） の合計(★)と 致します

　
頒布部数」については、「29 海外有償頒布部数実績国別内訳（１回当たり）」の合計(★)と一致します。

%
　

%欧文の率 100.0 %100.0100.0　

頁欧文 頁 頁
（会員有料頒布部数）　

　 頁欧文 20 頁 頁2020
（会員有料頒布部数）

会費以外に当該刊行物の購読料等を徴収して配付している部数を記入してください　
頁 そ

（売上げ部数）

会費以外に当該刊行物の購読料等を徴収して配付している部数を記入してください。
頁
　 和文の

他
20 頁頁数 頁 20 頁20

（売上げ部数）

当該年度に市販し 売上げとして計上されるものの１回当たりの部数を記入してください
　 他

（会員無償配付部数）

当該年度に市販し、売上げとして計上されるものの１回当たりの部数を記入してください。

　 欧文の率 50.0 % % 50.0 %50.0
（会員無償配付部数）

会費を支払った会員に対し 当該刊行物の購読料等を徴収しないで配付している部数を記入してください
　

会費を支払った会員に対し、当該刊行物の購読料等を徴収しないで配付している部数を記入してください。

（寄贈・交換部数）
　 871 頁 頁905 970頁欧文

寄贈・交換する部数を記入してください

（寄贈・交換部数）

数
寄贈・交換する部数を記入してください。

（その他部数）
計 頁数 和文 頁 頁20 2020 頁

上記以外のものは「その他部数」として記入してください

（その他部数）

上記以外のものは「その他部数」として記入してください。

欧文の率 % % %97.7 97.8 97.9
【以 事項に 記入欄が平成 年度ま ある欄に は 当該刊行物 刊行に当たり 今回応募する事【以下の事項について、記入欄が平成２７年度まである欄については、当該刊行物の刊行に当たり、今回応募する事
業期間（ 年）（継続課題は内約期間） 係る年度 記入 くださ 】

平成26年度 平成27年度平成22年度実績 平成24年度 平成25年度平成23年度見込み
業期間（１～４年）（継続課題は内約期間）に係る年度のみ記入してください。】

平成26年度 平成27年度平成22年度実績 平成24年度 平成25年度
18

平成23年度見込み

部部 部 部部 部 480480480380 480 480会員有料頒布部数 部部 部 部部 部 480480480380 480 480会員有料頒布部数
（うち海外 送部数） （★ 部）（★ 部） （★ 部）（★ 部）（★ 部）部）（★ 200150 200200200200（うち海外発送部数） （★ 部）（★ 部） （★ 部）（★ 部）（★ 部）部）（★ 200150 200200200200

部部 部部250 250部部150 250250250売 上 げ 部 数売　上　げ　部　数
（うち海外発送部数） 150部） 部） （★ 部）（★ 部） （★ 部）（★ 部）150 150（★ 50 （★ 150150（うち海外発送部数）

1
570570 部部 部570部570 570570 部部会員無償配布部数回 570570 部部 部570部570 570570 部部

（ 部）

会員無償配布部数
（うち海外発送部数）当

（ 部）180180 部） （ 部）180（（ 部）180（170 180 部）（ 部）た
り

（ 部）180180 部） （ 部）180（（ 部）180（170 180 部）

部500寄贈 交換部数
り
発

部500500500500 部部部500 部部500寄贈・交換部数
（うち海外発送部数）

発
行

部500500500500 部部部500 部

（ 部）300（うち海外発送部数）行
部

（ 部）300部） 300300（ 部）300300 （ 部）（（ 部）

部

部
数 部部 部 部部部200そ の 他 部 数
数 部200200部 部 部200200200 部

0（ 部）

そ　の　他　部　数
（うち海外発送部数） （ 部）10部）10部） （ 部）10（ 部） （0 10 （0（ 部）（うち海外発送部数） （ 部）10部）10部） （ 部）10（ 部） （0 10 （

部 部2 0002 000部 部1 800 2 000部 部 2 0002 000部計 部2,0002,000部 部1,800 2,000部 部 2,0002,000

（ 部）（うち海外発送部数） （ 部）840（ 部）840840830670 （ 部）（ （部） 部） 840（ 部） （ 部）840（ 部）840840830670 （ 部）（ （部） 部） 840



【記入例】

19 刊行における協力体制について19 刊行における協力体制について
　当該刊行物の刊行を複数の学会等の協力体制により行っている場合、協力体制をとっているそれぞれの学会等について、その名称、

19　刊行における協力体制について

代表者職名・氏名
代表者職名・氏名及び会員数を記入してください。

学 会 等 名 称 会 員 数 備 考代表者職名・氏名
※ １つの学会等のみで単独刊行を行っている場合も 当該学会等について記入し その旨を備考欄に記入してください

学　会　等　名　称 会　員　数 備　　　　　考

当学会のみの単独刊行
※　１つの学会等のみで単独刊行を行っている場合も、当該学会等について記入し、その旨を備考欄に記入してください。

○○○人 であり、協力体制にある
団体等 な

○○法人　　○　○　学　会 会長　　○　○　○　○
団体等はない。 20 複数の学会等による編集・刊行・販売等における協力体制（統廃合などにより同等の協力体制が取られているもの

はその状況）について
20 複数の学会等による編集・刊行・販売等における協力体制（統廃合などにより同等の協力体制が取られているも

　当該刊行物の刊行を複数の学会等の協力体制（学会等の統廃合などにより同等の協力体制が取られているものを含む。）により行って
20　複数の学会等による編集・刊行・販売等における協力体制（統廃合などにより同等の協力体制が取られているも
のはその状況）について（特定欧文総合誌については 必ず記入すること ） 当該刊行物 刊行を複数 学会等 協力体制（学会等 統廃合などにより同等 協力体制が取られ るも を含む。）により行

いる場合、編集・刊行・販売等の協力体制、各学会等の経費負担等について具体的に記入してください。
のはその状況）について（特定欧文総合誌については、必ず記入すること。）

　学会等の統廃合などにより同等の協力体制が取られているものについては、学会等の統廃合などの状況について具体的に記入してく
ださださい。　　○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

　　○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

21 競争入札に係る実施又は準備の状況
21 競争入札に係る実施又は準備の状況

21 競争入札に係る実施又は準備の状況
21　競争入札に係る実施又は準備の状況

契約の相手方を選定するに当たり 既に 般競争入札により相手方を選定済みである場合は その旨と契約の相手方を記入してくださ
【既に、一般競争入札により契約の相手方を選定済みである場合の記入例】

　契約の相手方を選定するに当たり、既に一般競争入札により相手方を選定済みである場合は、その旨と契約の相手方を記入してくださ
い また 平成２４年度の事業開始に向けて これから一般競争入札により契約の相手方を選定する場合には 現時点における準備状況【既に、 般競争入札により契約 相手方を選定済みである場合 記入例】

既 般競争入札 より契約 相手方を選定済 あ

い。また、平成２４年度の事業開始に向けて、これから一般競争入札により契約の相手方を選定する場合には、現時点における準備状況
及び実施に向けての予定について記入してください

■ 既に一般競争入札により契約の相手方を選定済みである
直接出版費 契約 相手方 （ ） 契約期間 （ ）平成 年1月（株）○○○○出版 平成 年 月

及び実施に向けての予定について記入してください。
■

・直接出版費：契約の相手方 （ ） ・契約期間 （ ）
欧文校閲費 契約の相手方 （ ） 契約期間 （ ）

～平成23年1月（株）○○○○出版 平成24年12月
※「学術定期刊行物 において 般競争入札により契約の相手方を選定する必要がある場合・欧文校閲費：契約の相手方 （ ） ・契約期間 （ ）

そ 他特記事項
～

「直接出版費 に係る契約が１件に き２５０万円を超える場合

※「学術定期刊行物」において、一般競争入札により契約の相手方を選定する必要がある場合。

その他特記事項 ・「直接出版費」に係る契約が１件につき２５０万円を超える場合

「欧文校閲費 に係る契約が１件に き１００万円を超える場合「欧文校閲費 において 平成２４年度の事業を遂行するにあたり 公募要領で定める 般競争入札を要 ・「欧文校閲費」に係る契約が１件につき１００万円を超える場合「欧文校閲費」において、平成２４年度の事業を遂行するにあたり、公募要領で定める一般競争入札を要
する契約に該当するものはないする契約に該当するものはない。

※ 当該刊行事業が、公募要領で定める上記の【競争入札を要する契約】に該当がある場合において、当該「競争入札に係る実施又

般競争入札の実施に向けて準備中である （略）□

※  当該刊行事業が、公募要領で定める上記の【競争入札を要する契約】に該当がある場合において、当該 競争入札に係る実施又
は準備の状況」欄の記載が不十分である場合は、採択の対象になりません。

一般競争入札の実施に向けて準備中である　　　（略）□

公募要領で定める【競争入札を要する契約】の該当はない （略）□ 公募要領で定める【競争入札を要する契約】の該当はない。　　　（略）□

【まだ一般競争入札を実施しておらず 競争入札の実施に向けて準備中である場合の記入例】【まだ一般競争入札を実施しておらず、競争入札の実施に向けて準備中である場合の記入例】

既に一般競争入札により契約の相手方を選定済みである （略）□ 既に 般競争入札に り契約 相手方を選定済み ある （略）

一般競争入札の実施に向けて準備中である■ 般 争 札 向 準備中
①一般競争入札を要する項目 （ 直接出版費 欧文校閲費）■ ■
②仕様書（ 作成済 未作成）③参考見積（ 徴収済 未徴収）③予定価格（ 設定済 未設定）□■■ □ ■ □
⑤入札公告（ 公告済（ 平成　　年　　月　　日 ） 未公告（ 予定日： ） 未作成）

成 年
□ ■ □平成２４年２月

⑥入札説明会（ 実施済（ ） 未実施（ ）
⑦ 札実施 定年 （ ）

平成２４年２月■
平成 年 月

□ 平成　　年　　月　　日
⑦入札実施予定年月日（ ）

そ 他特記事項
平成２４年３月

その他特記事項
「直接出版費 既 社以上 ら 参考見積もりを徴収 予定価格を設定 た 今後 平成「直接出版費」については、既に３社以上からの参考見積もりを徴収し予定価格を設定した。今後、平成２４
年 月 入札公告 実施に向け 準備を進める 「欧文校閲費 に は 仕様書を作成 たにとどま年２月の入札公告の実施に向けて準備を進める。　「欧文校閲費」については、仕様書を作成したにとどま
り 今後参考見積を徴収することとし 順次手続きを進めて くり、今後参考見積を徴収することとし、順次手続きを進めていく。

公募要領で定める【競争入札を要する契約】の該当はない （略）□ 公募要領で定める【競争入札を要する契約】の該当はない。　　　（略）□



【記入例】

22 編集委員会の構成
22 編集委員会の構成（編集委員の氏名・所属機関・職名）

当該刊行物の編集を行う編集委員会について、編集委員長（編集責任者）の氏名、所属機関、職名及びその任期を 記入すると共に、
22　編集委員会の構成（編集委員の氏名・所属機関・職名）

編集委員長（編集責任者） 〔任期： 〕～平成○○年○○月○○日 平成○○年○○月○○日
　当該刊行物の編集を行う編集委員会について、編集委員長（編集責任者）の氏名、所属機関、職名及びその任期を　記入すると共に、
その他の編集委員の氏名、所属機関、職名を列記してください。編集委員長（編集責任者） 〔任期： 〕

※ 編集委員長は 応募書類提出時に任期中である者を記入してください

平成 年 平成 年

※　編集委員長は、応募書類提出時に任期中である者を記入してください。

※ その他の編集委員の氏名 所属機関 職名について 記入欄に記載しきれない場合は 代表的な者のみを記入してください （用○○ ○○ ○○大学大学院○○学研究科・教授 ※　その他の編集委員の氏名、所属機関、職名について、記入欄に記載しきれない場合は、代表的な者のみを記入してください。（用
紙の継ぎ足しはできません。）

　○○　○○　　　○○大学大学院○○学研究科 教授

編 集 委 員

紙 継ぎ足しはできません。）

編　　集　　委　　員

○○ ○○ ○○大学大学院○○学研究科・教授
○○ ○○ ○○大学○○学部 教授

○○　○○　　　○○大学大学院○○学研究科 教授
○○ ○○ ○○大学大学院○○学研究科・准教授

○○　○○　　　○○大学○○学部・教授
○○ ○○ ○○大学○○学部 教授

○○　○○　　　○○大学大学院○○学研究科 准教授
○○ ○○ ○○大学大学院○○学研究科・教授

○○　○○　　　○○大学○○学部・教授
○○ ○○ ○○大学○○学部 教授

○○　○○　　　○○大学大学院○○学研究科 教授
○○ ○○ ○○大学大学院○○学研究科・准教授

○○　○○　　　○○大学○○学部・教授
○○　○○　　　○○大学大学院○○学研究科 准教授

23 現在の編集委員会における編集方針
23 現在 編集委員会における編集方針

「22 編集委員会の構成」に記載した編集委員会における編集の方針について具体的に記入してください。
23 現在の編集委員会における編集方針

23　現在の編集委員会における編集方針
22 編集委員会の構成」に記載した編集委員会における編集の方針について具体的に記入してください。

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○　　○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○　　○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

24 実施しているレフェリ 制等の概要及び具体的な運用の実態
24　実施しているレフェリー制等の概要及び具体的な運用の実態

24 実施しているレフェリー制等の概要及び具体的な運用の実態
現在行っているレフェリー制等について その概要と具体的な運用の実態について記入してください

※ 本事業は レフ リ 制等により質の保証された原著論文の発信を目的とした刊行物を対象としています

現在行っているレフェリー制等について、その概要と具体的な運用の実態について記入してください。

※　本事業は、レフェリー制等により質の保証された原著論文の発信を目的とした刊行物を対象としています。
（公募要領６頁「Ⅱ 公募の内容 ３ 各種目の内容 ①学術定期刊行物 (1)対象」を参照）○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○ 　　　（公募要領６頁「Ⅱ 公募の内容 ３ 各種目の内容 ①学術定期刊行物 (1)対象」を参照）　　○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○　　○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

編集委員数（うち外国人）
平成26年度 平成27年度22年度実績 平成24年度 平成25年度

25  編集委員数（うち外国人）
23年度見込み

該 集 集
平成26年度 平成27年度22年度実績 平成24年度 平成25年度23年度見込み

　当該刊行物に係る編集委員全員の人数を記入し、（　）内に内数として外国人の編集委員の人数を記入してください。

人
25 編集委員数

人10 人 人人10 10 10 10 10人人
25　編集委員数

（うち外国人）

人10 人 人人10 10 10 10 10人

（ 人）
　　（うち外国人）

（ 3 （ 人）（ 人） （2 2 3 3 3 人）（ 人）人）（ （ （（ （

26 レフェリ 数（うち外国人）

26 レフ リ 数
人 16人161616 16 人16 人

26 レフェリー数（うち外国人）
人人

当該刊行物に係るレフ リー全員の人数を記入し （ ）内に内数として外国人のレフ リーの人数を記入してください26　レフェリー数
（うち外国人）

人 人人 人人人
　当該刊行物に係るレフェリー全員の人数を記入し、（　）内に内数として外国人のレフェリーの人数を記入してください。

　　（うち外国人）
（ 人）8（ 人）（ 人） 8888 （ 人）（ 8人）（ 人）



【記入例】

27 投稿論文取扱状況27 平成２2年度における 左記投稿論文の 左記投稿論文における
投　 投稿論文数 平成23年10月1日現在における取扱状況

平成２２年度（平成２２年４月１日～平成２３年３月３１日）に投稿（依頼投稿を含む ）された論文の件数等について記入してください
投稿から掲載までの期間

稿取 （うち海外からの件数）
日

平均
30

掲載（採用）件数 審査中件数 不採用件数
　平成２２年度（平成２２年４月１日～平成２３年３月３１日）に投稿（依頼投稿を含む。）された論文の件数等について記入してください。

論扱
373 件

日
期間

30
（うち海外から） （うち海外から） （うち海外から）

文状 373
206

件
日

最短
20

件147 20 件 件 （左記投稿論文の平成２３年１０月１日現在における取扱状況）

（ （ （ （況 30 件）5件）
日

最短
期間11

20
件）14 件） 　平成２２年度に投稿された論文について、平成２３年１０月１日現在の取扱状況の内訳として、「掲載（採用）が決定した件数」、「現（ （ （ （件）件） 期間件） 件） 平成 年度に投稿された論文に 、平成 年 月 日現在 取扱状況 内訳と 、 掲載（採用）が決定 た件数」、 現

在審査中（査読中）の件数」、及び「不採用が決定した件数」をそれぞれ記入してください。

28 各年度４月１日から３月３１日までの間に刊行した刊行物への掲載論文数（うち海外からの件数） ※ 採否保留中のものは 「審査中件数」に含め 「投稿論文数」と「取扱状況」の内訳の合計は一致するようにしてください28
掲

各年度４月１日から３月３１日までの間に刊行した刊行物への掲載論文数（うち海外からの件数） ※　採否保留中のものは、「審査中件数」に含め、「投稿論文数」と「取扱状況」の内訳の合計は 致するようにしてください。

平成22年度
掲
載
論

　
の
状

平成20年度平成21年度

（ （ （
論
文

状
況 件）件） 119 件 8 件）12件122 131 10件 （左記投稿論文における投稿から掲載までの期間）（ （ （文況 件）件） 119 件 8 件）12件122 131 10件 （左記投稿論文における投稿から掲載までの期間）

平成２２年度に投稿された論文に いて 投稿から掲載までの平均期間及び最短期間を 日単位で記入してください平成２２年度に投稿された論文について、投稿から掲載までの平均期間及び最短期間を、日単位で記入してください。

29 平成22年度 平成21年度 平成20年度
海
外

　
国 名 部 数 国 名 部 数 国 名 部 数 28 掲載論文の状況外

有
　
　

国　　　　名 部　数 国　　　　名 部　数 国　　　　名 部　数

平成２２年度（平成２２年４月１日 平成２３年３月３１日） 平成２１年度（平成２１年４月１日 平成２２年３月３１日） 平成２０年度（平成

28 掲載論文の状況

償
頒

　 アメリカ合衆国 80 アメリカ合衆国 60 アメリカ合衆国 60 　平成２２年度（平成２２年４月１日～平成２３年３月３１日）、平成２１年度（平成２１年４月１日～平成２２年３月３１日）、平成２０年度（平成
２０年４月１日～平成２１年３月３１日）の各年度の間に刊行した刊行物に掲載された論文の数を記入してください頒

布
部

　
　

イギリス 30 イギリス 30 イギリス 30
２０年４月１日～平成２１年３月３１日）の各年度の間に刊行した刊行物に掲載された論文の数を記入してください。

部
数

　

（

イギリス 30 イギリス 30 イギリス 30

実
績

一
回

フランス 20 フランス 20 フランス 20 ※　上記27,28で、件数記入欄の（　）内には、内数として外国人又は海外の研究機関所属の研究者からの投稿件数等について記
入してくださ （共著論文 場合は そ 主たる著者（ ポ デ グ オ サ など論文作成 中心とな た責任者） 投稿時

績
国
別

回
当
た カナダ 20 カナダ 10

入してください。（共著論文の場合は、その主たる著者（コレスポンディング・オーサーなど論文作成の中心となった責任者）の投稿時
の所属機関等が日本国外であるものの件数を記入してください ）別

内
た
り

カナダ 20 カナダ 10 の所属機関等が日本国外であるものの件数を記入してください。）

訳）その他６カ国 50 40 その他５カ国 40その他５カ国

合 計（★） 200 合 計 160 合 計 150 29 海外有償頒布部数実績国別内訳（１回当たり）合　　　計（★） 200 合　　　計 160 合　　　計 150 29 海外有償頒布部数実績国別内訳（１回当たり）

　海外有償頒布部数（有料頒布・売上げ）について、発送した相手国別に記入してください。

30　過去５年間の主な掲載論文、その著者及び当該論文の学会のおける評価 　記入に当たっては、主要な相手国についてのみ国名を記入し、その他の国については「その他○カ国」として、部数を記入してくださ載 著

掲 載 論 文 名 著 者 名 学会の評価 学会に与えたインパクト
い。
※ 平成２２年度の「合計(★)」は 「18 １回当たり発行部数」の「会員有料頒布部数」及び「売上げ部数」の 「（うち海外発送部数）(★)」掲　載　論　文　名 著　　者　　名 学会の評価、学会に与えたインパクト ※　平成２２年度の「合計(★)」は、「18 １回当たり発行部数」の「会員有料頒布部数」及び「売上げ部数」の、「（うち海外発送部数）(★)」
の計と一致します　

○○○○○○○○○○○○○○
　

○○○○○○○○○○○
　

○○○○○○○○○○○○○○○○○

の計と 致します。

　　○○○○○○○○○○○○○○ 　　○○○○○○○○○○○ 　　○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○ ○○○○○○○○○○○ ○○○○○○○○○○○○○○○○○ 30 過去５年間の主な掲載論文 その著者及び当該論文の学界における評価　　○○○○○○○○○○○○○○ 　　○○○○○○○○○○○ 　　○○○○○○○○○○○○○○○○○ 30 過去５年間の主な掲載論文、その著者及び当該論文の学界における評価
当該刊行物に 過去５年間（平成２３年１０月１日を基準日とする ）に掲載された主な論文名及びその著者名を記入するとともに 当　当該刊行物に、過去５年間（平成２３年１０月１日を基準日とする。）に掲載された主な論文名及びその著者名を記入するとともに、当

該掲載論文の学界における評価 学界に与えたインパクトについて具体的に記入してください該掲載論文の学界における評価、学界に与えたインパクトについて具体的に記入してください。

年 次 引用件数 31 海外学術雑誌における掲載論文の引用状況備 考イ パクト クタ 値
31 海外学術雑

年　　次 引用件数 31 海外学術雑誌における掲載論文の引用状況備　　　　　考インパクトファクター値

該当なし
31　海外学術雑
誌における掲載 2009 件 米国Ｔｈｏｍｓｏｎ Ｒｅｕｔｅｒｓ（旧Ｔｈｏｍｓｏｎ Ｓｃｉｅｎｔｉｆｉｃ）社による数値を記入してください。Ｔｈｏｍｓｏｎ Ｒｅｕｔｅｒｓ未登録該当なし

2010

誌における掲載
論文の引用状況

2009 件

件408

米国 （旧 ）社による数値を記入 くださ 。　Ｔｈｏｍｓｏｎ　Ｒｅｕｔｅｒｓ未登録

※ 数値がない場合に いては 「該当なし と記入してください1 6872010
論文 引用状況

件408 ※　数値がない場合については、「該当なし」と記入してください。1.687

32 代表的な掲載論文の主要雑誌における引用状況32　代表的な掲載論文の主要雑誌における引用状況

32 代表的な掲載論文の主要雑誌における引用状況32 代表的な掲載論文の主要雑誌における引用状況
○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○ 当該刊行物に掲載された代表的な論文について 主要雑誌（特に海外の主要雑誌）における引用状況を具体的に記入してくださ　　○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○ 　当該刊行物に掲載された代表的な論文について、主要雑誌（特に海外の主要雑誌）における引用状況を具体的に記入してくださ

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○　　○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

*「その他の審査資料」の未提出理由（提出できないものに○を記入すると共に、その理由を記入すること。） ＊「その他の審査資料」の未提出理由その他の審査資料」の未提出理由（提出できないものに○を記入すると共に、その理由を記入すること。） その他の審査資料」の未提出理由

（ ） 最新刊行物 公募要領１３頁「Ⅲ 応募される方へ ２ 応募書類の作成・応募方法等 (1)学術定期刊行物 ②応募書類作成にあたって留意していた（ ） 最新刊行物

（ ） 学会等会則

　公募要領１３頁「Ⅲ 応募される方へ ２ 応募書類の作成・応募方法等 (1)学術定期刊行物 ②応募書類作成にあたって留意していた
だくべきこと」の 9)について、当該刊行物が創刊号である等、やむを得ない事情により提出できない資料がある場合は、提出できない

（ ） 学会等会則

（ ） 投稿規程

だく きこと」の　9)について、当該刊行物が創刊号である等、やむを得ない事情により提出できない資料がある場合は、提出できない
資料名の（　）内に○印を記入するとともに、提出できない理由及び今後の整備の状況について記入してください。

（ ） 投稿規程
料名 （ ） 印 記 、 出 今後 備 状 記 。

（ ） 最新年度決算書 ※

（ ） レフェリー制等の規程
（※応募対象の刊行事業のみに係る収支計算書が別にある場合は、併せて提出すること。）



【記入例】

事務組織（機構図、職名、員数、役割） 33 経理管理事務体制33 経理管理事
※　書ききれない場合は、A4版縦書きで別途作成し、計画調書10ページ目として、左端を糊で務体制 学会における経理管理事務体制について 「事務組織（機構図 職名 員数 役割）」を記載するとともに 組織内における事務分担
貼り付けてください。

　学会における経理管理事務体制について、「事務組織（機構図、職名、員数、役割）」を記載するとともに、組織内における事務分担
について「経理管理事務体制の概要」を詳しく記載してください。

（例）

に いて 経理管理事務体制の概要」を詳しく記載してください。
　記入欄に書ききれない場合は、Ａ４判縦書きで別途作成し、計画調書の10ページ目として、左横を糊で貼り付けてください。また、そ（例）

○○○部門
の場合、事務組織の記載欄には「別添」と記入してください。

○○○部門

○○学会 ○○○部門 複数の学会等が共同して庶務及び会計・監査に係る事務等を行っている場合は 互いの組織の関係が分かるように「事務組織（機構○○学会 ○○○部門 　複数の学会等が共同して庶務及び会計 監査に係る事務等を行っている場合は、互いの組織の関係が分かるように「事務組織（機構
図、職名、員数、役割）」を記載するとともに、どのような役割分担がなされているかについて、 「経理管理事務体制の概要」に詳しく記

事務局 庶務課 総務係
図、職名、員数、役割）」を記載するとともに、どのような役割分担がなされているかに いて、　 経理管理事務体制の概要」に詳しく記
述してください。2名 （出張、雇用、謝金等事務局 庶務課 総務係 2名 （出張、雇用、謝金等

に係る事務及び科研に係る事務及び科研
費申請事務等）費申請事務等）

会計課 経理係 2名 （出納、契約、及び資
金管理等）

監査係 2名 （検査、法規等）

経理管理事務体制の概要経理管理事務体制の概要
（経費管理の仕組み 概要が分かるように記述してください）（経費管理の仕組み・概要が分かるように記述してください）

　
（例）（例）

本学会に係る事務のうち 学会会員の管理及びその他の庶務手続に係る事務は庶務　本学会に係る事務のうち、学会会員の管理及びその他の庶務手続に係る事務は庶務
課が担当し 自己資金の管理等の会計事務は会計において事務を執り行っている課が担当し、自己資金の管理等の会計事務は会計において事務を執り行っている。

うち 科学研究費補助金に係る「応募」「交付申請」「変更承認申請」「実績報告」及びそ　うち、科学研究費補助金に係る「応募」「交付申請」「変更承認申請」「実績報告」及びそ
の他問い合わせ対応等の事務手続きは 庶務課総務係において窓口となり取りまとめをの他問い合わせ対応等の事務手続きは、庶務課総務係において窓口となり取りまとめを
行っている行っている。

また 科学研究費補助金の管理 契約及び支出に係る事務は 会計課経理係において　また、科学研究費補助金の管理、契約及び支出に係る事務は、会計課経理係において
担当し 同課監査係による内部監査を行うなどして 学会の自己資金と併せて 適正管理担当し、同課監査係による内部監査を行うなどして、学会の自己資金と併せて、適正管理
に努めているに努めている。

担当事務責任者

担当事務責任者： ○○学会庶務課総務係○○○○ 学会組織内における、科学研究費補助金に係る担当事務責任者の所属、氏名を記入してください。任

経理管理関係規則等：○○学会会計規程（別添） 経理管理関係規則等

経理管理関係規則等の名称を記入するとともに、規程を添付してください。

監査体制 ・監査体制34
34　監査体制（監査に関係する者

の役職名 人数等及の役職名、人数等及
び監査の実績）

　　　会計課監査係　○○人 ・監査体制

学会 織内 査 等 織 査体 さ
び監査の実績）

　　　法人監事　　　○○人
認会計士委託（ 監査法 ）

学会組織内及び監査法人等の組織外における監査体制について記入してください。

監査実績※ 監査実績は 平
　　　公認会計士委託（○○監査法人）

・監査実績※　監査実績は、平
成22年４月１日以降成22年４月１日以降
のもの（予定を含 　平成２２年４月１日以降に行った、学会組織内の監査及び、監査法人等による外部監査の実績について、記入してください。

毎年定期に行 て る監査など 場合で 応募書類提出時点にお て未実施であるが予定されて るも に ては 「実施予
も （予定 含

む。）とし、内部監
査 外部監査 別に

　毎年定期に行っている監査などの場合で、応募書類提出時点において未実施であるが予定されているものについては、「実施予
定」として記入してください査、外部監査の別に

記入のこと

定」として記入してください。
また 科学研究費補助金に特化した監査を行った実績又は予定がある場合は併せて記入してください記入のこと。 　また、科学研究費補助金に特化した監査を行った実績又は予定がある場合は併せて記入してください。

・監査実績・監査実績

平成22年度　　平成22年度
平成○年○月○日：「定期経理監査（内部監査）」毎年○月実施　　　平成○年○月○日：「定期経理監査（内部監査）」毎年○月実施
平成○年○月○日：「公認会計士監査（外部監査）」毎年○月実施　　　平成○年○月○日：「公認会計士監査（外部監査）」毎年○月実施
平成○年○月○日：「科学研究費補助金に関する監査（内部監査）」　　　平成○年○月○日：「科学研究費補助金に関する監査（内部監査）」

平成23年度（実施予定）　　平成23年度（実施予定）
平成○年○月○日：「定期経理監査（内部監査）」毎年○月実施　　　平成○年○月○日：「定期経理監査（内部監査）」毎年○月実施
平成○年○月○日：「公認会計士監査（外部監査）」毎年○月実施　　　平成○年○月○日：「公認会計士監査（外部監査）」毎年○月実施
平成○年○月○日：「科学研究費補助金に関する監査（内部監査）」　　　平成○年○月○日： 科学研究費補助金に関する監査（内部監査）」



【記入例】

平成２６年度平成２５年度35　課題番号及び内約を受けた額 平成２４年度課題番号 35 課題番号及び内約を受けた額

千円千円
継続課題についてのみ、その内

千円
　平成２４年度以降の継続の内約を受けている課題（継続課題）について、その課題番号及び各年度の内約を受けた額（内約額）を記

千円千円約期間に限り記入のこと 千円 入してください。

※　内約を受けている課題（継続課題）以外の新規応募課題の場合は、記入しないでください。

平成26年度 平成27年度年 度 平成22年度実績 平成23年度見込み 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度年　　　　度 平成22年度実績 平成23年度見込み 平成24年度 平成25年度
36 補助要求額

36　補　助　要　求　額　（Ｅ） （交付額） （交付額） 千円千円千円千円 千円千円 　補助対象経費に対する「41 刊行事業に関する収入」を勘案し、過去に交付実績がある場合は、交付実績額も踏まえ、 補助対象経
3,000（Ｄ）≧（Ｅ） 1,500 1,5002,700交付なし 3,000

補助対象経費に対する 刊行事業に関する収入」を勘案 、過去に交付実績 ある場合 、交付実績額も踏 、 補助対象経
費合計（Ｄ）の範囲内で適切な額を記入してください。

千円千円千円 千円千円 千円37 直接出版費 　金額は、千円単位で記入し、千円未満の端数は切り捨ててください。

5,500 5,300 5,300 2,600 2,6003,600
補

直接出版費
（Ａ） ,

千円 千円

, , , ,,
千円 千円 千円 千円補

助
欧文校閲費 ※　「直接出版費（Ａ）」＋「欧文校閲費（Ｂ）」＋「海外レフェリー郵送料（Ｃ）」により算定した「補助対象経費合計（Ｄ）」欄の額を超える

400 1,000 1,000 1,000 500 500助
対

欧文校閲費
（Ｂ）付

※ 直接出版費（ ）」 欧文校閲費（ ）」 海外 リ 郵送料（ ）」により算定した 補助対象経費合計（ ）」欄 額を超える
応募はできません。, , ,

千円 千円 千円 千円 千円 千円対
象

（ ）
海外レフェリー郵送料

付
帯

※ 継続課題 内約を受け 期間 限り 内約を受けた額（内約額）以下 額を記入 くださ
0 200 200 200 200 200

象
経

海外レフェリ 郵送料

（Ｃ）
帯
経

※　継続課題については、内約を受けている期間に限り、内約を受けた額（内約額）以下の額を記入してください。
（なお 継続課題の増額応募は原則として認めていません （公募要領１９頁「Ⅳ 既に採択されている方 」を参照）

0 200 200 200 200 200
千円 千円 千円 千円 千円 千円

経
費

（Ｃ）経
費 補助対象経費合計

　　（なお、継続課題の増額応募は原則として認めていません。（公募要領１９頁「Ⅳ 既に採択されている方へ」を参照）
千円 千円 千円 千円 千円 千円

4 000 6 700 6 500 6 500 3 300 3 300
費

費 補助対象経費合計
(A)+(B)+（C)=（D) ※ 各年度の補助要求額が１００万円未満のものは公募の対象となりません （公募要領６頁「Ⅱ 公募の内容 ３ 各種目の内容 ①学4,000 6,700 6,500 6,500 3,300 3,300(A)+(B)+（C) （D) ※　各年度の補助要求額が１００万円未満のものは公募の対象となりません。（公募要領６頁「Ⅱ 公募の内容 ３ 各種目の内容 ①学

術定期刊行物 (1)対象」を参照）

平成27年度平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

術定期刊行物 (1)対象」を参照）

平成27年度38　各年度ごとの
会

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度
※ 「平成22年度実績」欄及び「平成23年度見込み」欄については 平成２２年度及び平成２３年度に本科研費の交付を受けている

1 1 月～会計期間 月～ 12 12 月1月 月～ 12 月 1 月～ 12 月 1 月～ 12 月 1 月～ 12 月
※　「平成22年度実績」欄及び「平成23年度見込み」欄については、平成２２年度及び平成２３年度に本科研費の交付を受けている
場合のみ 交付された額を記入してください。交付を受けていない場合は 「交付なし」と記入してください。場合のみ、交付された額を記入してください。交付を受けていない場合は、「交付なし」と記入してください。

平成23年度見込み 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度年 度 平成22年度実績 37 補助対象経費

千円千円千円千円千円 3 3003 3006 500 千円6 5006 7004 000

平成23年度見込み 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

39

年　　　　　度

補助対象経費（Ｄ）

平成22年度実績 37 補助対象経費

千円千円千円千円千円 3,3003,3006,500 千円6,5006,7004,00039 補助対象経費（Ｄ） 　年間の刊行経費を、「直接出版費」、「付帯経費」に区分して記入してください。（公募要領７頁「Ⅱ 公募の内容 ３ 各種目の内容 ①学
術定期刊行物 ( )応募対象経費 を参照）

千円千円千円千円千円千円 9008001,5001,6801,0001,200刊 ○ ○ ○ ○
術定期刊行物 (3)応募対象経費」を参照）

金額は 千円単位で記入し 千円未満の端数は切り捨ててください
千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

900

100

800

30

1,500

50

1,680

90

1,000

70

1,200

30○ ○ ○ ○
行

○　○　○　○
　金額は、千円単位で記入し、千円未満の端数は切り捨ててください。
（平成２２年度に本科研費の交付を受けている場合は 「実績報告書」により報告した金額を千円単位で記入してください ）千円千円千円千円千円千円 1003050907030○　○　○　○事

業

（平成２２年度に本科研費の交付を受けている場合は、「実績報告書」により報告した金額を千円単位で記入してください。）

千円千円千円千円千円千円 150200450900500400○ ○ ○ ○業 （直接出版費（Ａ））千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

150

390

200

410

450

740

900

800

500

620

400

230

○　○　○　○

○ ○ ○ ○
に
関

当該刊行物の刊行に当たり 直接出版費として出版社等から提出された見積書の金額について 千円未満の端数を切り捨てて

（直接出版費（ ））

千円千円千円千円千円千円 390410740800620230○　○　○　○関
す

　当該刊行物の刊行に当たり、直接出版費として出版社等から提出された見積書の金額について、千円未満の端数を切り捨てて、
千円単位で記入してください。なお、今回応募する事業年度が複数年度である場合は、各年度の刊行計画（頁数、発行部数の増減

千円千円300 千円 千円千円千円 170 180250300100○ ○ ○ ○す
る

千円単位で記入してください。なお、今回応募する事業年度が複数年度である場合は、各年度の刊行計画（頁数、発行部数の増減
等）に沿った金額を記入してください。千円

千円

千円

千円千円

300 千円 千円

千円千円

千円

千円

千円 170 180250300100○　○　○　○
る
支 （欧文校閲費（Ｂ））千円千円千円 千円千円 千円支
出

（欧文校閲費（Ｂ））

千円千円千円千円千円 千円
出 　当該刊行物の刊行に当たり、原著論文等を校閲するために必要となる欧文校閲費を記入してください。

千

千円千円

千

千円千円

千 千千

千円

千

千円

（海外 リ 郵送料（ ））千円千円千円 千円千円千円 （海外レフェリー郵送料（Ｃ））

千円千円千円 千円千円千円 　当該刊行物に投稿された論文の査読を、外国在住のレフェリーに依頼する際の往復の郵送料のみが対象となります。その他の郵
送料 「 刊行事業 関す 支 ださ

千円千円千円 千円千円千円
送料は「39 刊行事業に関する支出」に記入してください。

千円千円千円千円千円 千円

千円千円千円 千円千円 千円 ※ 補助対象経費合計（Ａ）＋（Ｂ）＋（Ｃ）千円千円千円 千円千円 千円 ※　補助対象経費合計（Ａ）＋（Ｂ）＋（Ｃ）

直接出版費（Ａ） 欧文校閲費（Ｂ） 海外レフェリー郵送料（Ｃ）を足し上げた額を記入してください千円千円千円千円 千円千円 　直接出版費（Ａ）、欧文校閲費（Ｂ）、海外レフェリー郵送料（Ｃ）を足し上げた額を記入してください。

千円 千円 千円 千円 千円総　　合　　計 千円

5,0204,9109,49010,2709,190
総 合 計

（Ｆ） 5,960 38 各年度ごとの会計期間,,,,,, 各 度 期
39、41に記入する支出、収入の会計年度（事業年度）の期間を記入してください。

40 「39 刊行事業に関する支出」の各項目毎の算定根拠（各年度で異なる場合は年度毎の算定根拠を記入する ）40　「39　刊行事業に関する支出」の各項目毎の算定根拠（各年度で異なる場合は年度毎の算定根拠を記入する。）
39 刊行事業に関する支出行事業 関す 支

　当該刊行物の刊行事業に直接必要となる支出を決算書の項目にそってすべて記入してください。
　　○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

該刊行物 刊行 業 直 出 算書 記 。
　　（金額は千円単位で記入し、千円未満の端数は切り捨ててください。）

(経費の例)

　　○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○ 　※当該刊行物の編集委員会開催に係る、旅費、謝金、消耗品費、会議費
※当該刊行物 編集担当 人件費 編集専属 な 場合 作業従事割合を案分 くださ 案分割合 根拠　※当該刊行物の編集担当の人件費、編集専属ではない場合は作業従事割合を案分してください。案分割合の根拠については40

に記入してください　　に記入してください。
※編集業務を委託している場合にはその委託経費　※編集業務を委託している場合にはその委託経費
※当該刊行物に投稿された論文の査読に対する謝金等の経費　※当該刊行物に投稿された論文の査読に対する謝金等の経費

　※当該刊行物に係る電子ジャーナルに関連する、システム開発費、システム維持費、サーバー代（維持費、レンタル料等）※当該刊行物に係る電子 ャ ナ に関連する、 テ 開発費、 テ 維持費、サ 代（維持費、 タ 料等）

40 「39 刊行事業に関する支出」の各項目毎の算定根拠40 39　刊行事業に関する支出」の各項目毎の算定根拠
「39 刊行事業に関する支出」の算定根拠について 説明事項をこちらに記入してください また 各年度で支出額が大きく異なる場合　 39 刊行事業に関する支出」の算定根拠について、説明事項をこちらに記入してください。また、各年度で支出額が大きく異なる場合

はその理由を記入してください。記 。



【記入例】

年　　　　　度 平成22年度実績 平成23年度見込み 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

1,650 千円 870 千円 770 千円41 ○ ○ ○ ○ 1,000 千円 1,200 千円 1,800 千円

730 千刊 ○ ○ ○ ○ 300 千 500 千 800 千

1,650 千円 870 千円 770 千円41 ○　○　○　○ 1,000 千円 1,200 千円 1,800 千円

560 千 410 千730 千円刊
行

○　○　○　○ 300 千円 500 千円 800 千円 560 千円 410 千円
行
事 ○ ○ ○ ○ 10 千円 30 千円 100 千円 220 千円 80 千円 120 千円 41 刊行事業に関する収入事
業

○　○　○　○ 10 千円 30 千円 100 千円 220 千円 80 千円 120 千円

○ ○ ○ ○ 当該刊行物の刊行事業に直接必要となる収入を決算書の項目にそってすべて記入してください

41 刊行事業に関する収入

業
に

○　○　○　○ 50 千円 60 千円 80 千円 40 千円 50 千円 30 千円 　当該刊行物の刊行事業に直接必要となる収入を決算書の項目にそってすべて記入してください。
（金額は千円単位で記入し 千円未満の端数は切り捨ててください ）に

関 千円 千円 千円 千円 千円 千円

（金額は千円単位で記入し、千円未満の端数は切り捨ててください。）

関
す

千円 千円 千円 千円 千円 千円

す
る

千円 千円 千円 千円 千円 千円 (収入の例）
※当該刊行物を会員に有料で頒布している場合 当該年度における会員有料頒布収入の金額る

収 千円 千円 千円 千円 千円 千円
　※当該刊行物を会員に有料で頒布している場合、当該年度における会員有料頒布収入の金額

※学会費等の会員収入のうち当該刊行物の購読料に充当する金額収
入

千円 千円 千円 千円 千円 千円 　※学会費等の会員収入のうち当該刊行物の購読料に充当する金額
※当該刊行物を市販している場合 当該年度における売上げの金額 バックナンバーの売上げ額入

千円 千円 千円 千円 千円 千円
　※当該刊行物を市販している場合、当該年度における売上げの金額、バックナンバ の売上げ額

※当該刊行物への論文投稿に際して投稿料を徴収している場合、当該年度における投稿料の金額

千円 千円 千円 千円 千円 千円

　※当該刊行物 論文投稿に際して投稿料を徴収している場合、当該年度における投稿料 金額
　※補助要求額（Ｅ）が刊行事業に関する支出の総合計（Ｆ）の原則として５０％以上のものは、公募の対象になりません。千円 千円 千円 千円 千円 千円
　（公募要領６頁「Ⅱ 公募の内容　３　各種目の内容 ①学術定期刊行物 (1)対象」を参照）

※当該刊行物 係 雑収入 寄附金 他 補助金 広告料収入 別刷収入等 す 含め くださ千円 千円 千円 千円 千円 千円 　※当該刊行物に係る雑収入、寄附金、他の補助金、広告料収入、別刷収入等について、すべて含めてください。

千円 千円 千円 千円 千円 千円千円 千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円 千円千円 千円 千円 千円 千円 千円

総 合 計 千円 千円 千円 千円 千円 千円総　　合　　計
（Ｇ）

千円 千円 千円 千円 千円 千円

1 360 1 790 2 780 2 640 1 560 1 330（Ｇ） 1,360 1,790 2,780 2,640 1,560 1,330

42　「41　刊行事業に関する収入」の各項目毎の算定根拠（各年度で異なる場合は年度毎の算定根拠を記入する。）刊行事業に関する収入」 各項目毎 算定根拠（各年度で異なる場合は年度毎 算定根拠を記入する。）

42 「41 刊行事業に関する収入」の各項目毎の算定根拠
○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○ 「 刊行事業に関する収入 算定根拠に て 説明事項を ちらに記入してくださ また 各年度で収入額が大きく異なる場合

42 「41 刊行事業に関する収入」の各項目毎の算定根拠
　　○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○ 　「41 刊行事業に関する収入」の算定根拠について、説明事項をこちらに記入してください。また、各年度で収入額が大きく異なる場合

はその理由を記入してください

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○
はその理由を記入してください。

　　○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度平成22年度実績 平成23年度見込み 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度43　刊行事業に関する支出に対す

－－ 29 3 29 829 2 31 6
る補助要求額の割合（小数第1位ま

で記入）（ ）/（Ｆ） 30 5
%

29 3
% %

29 8
%

29 2
%

31 6
%で記入）（Ｅ）/（Ｆ） 30 5

43 刊行事業に関する支出に対する補助要求額の割合
　「39 刊行事業に関する支出」の「総合計（Ｆ）」の「36　補助要求額」（Ｅ）に対する比率を、小数第１位まで（小数第２位を切り捨て）記入

平成26年度 平成27年度
44 総収入と総支出の差

平成22年度実績 平成23年度見込み 平成24年度 平成25年度 してください。
44　総収入と総支出の差

（Ｆ） （Ｇ）
千円 千円 千円 千円 千円 千円

　　　（Ｆ）－（Ｇ）
4,600 7,400 7,490 6,850 3,350 3,690 44 総収入と総支出の差

　「39　刊行事業に関する支出」の「総合計（Ｆ）」から、「41　刊行事業に関する収入」の「総合計（Ｇ）」を引いた額を記入して下さい。

45　刊行事業に関する支出に対する補助要求額の割合の改善・経費削減に向けた取り組み状況刊行 業 関 出 補助 額 割合 善 経費削 向 取 組 状
（自立刊行に向けた取り組み状況及び今後の計画を含む）

①刊行事業に関する支出に対する補助要求額の割合の改善・経費削減に向けた取り組み状況 45　刊行経費に充当できる財源の割合の改善・経費削減に向けた取り組み状況
・刊行事業規模の変更予定等があれば、その詳細を記入してください。 　刊行事業に関する支出に対する補助要求額の割合の改善・経費削減に向けた取り組み状況（当該学術誌の自立刊行に向けた取り
　　○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○ 組み状況及び今後の計画を含む）について、これまでの実施状況、今後の予定等を記入してください。また、刊行事業規模の変更予

定等があれば その詳細を記入してください

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

定等があれば、その詳細を記入してください

　　○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

②自立刊行に向けた取り組み状況および今後 計画②自立刊行に向けた取り組み状況および今後の計画
○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○　　○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○　　○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○
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